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１．2023年５月期の連結業績（2022年６月１日～2023年５月31日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年５月期 27,568 8.9 3,811 7.1 3,983 8.2 2,595 15.4

2022年５月期 25,317 2.2 3,560 31.5 3,680 27.7 2,249 37.2
(注) 包括利益 2023年５月期 2,763百万円( 28.5％) 2022年５月期 2,150百万円(△16.8％)

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2023年５月期 197.66 － 10.9 12.4 13.8

2022年５月期 171.29 － 10.0 11.9 14.1
(参考) 持分法投資損益 2023年５月期 －百万円 2022年５月期 －百万円

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2023年５月期 33,443 25,082 74.0 1,895.87

2022年５月期 30,923 23,363 74.6 1,754.84
(参考) 自己資本 2023年５月期 24,762百万円 2022年５月期 23,069百万円

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

2023年５月期 4,723 △691 △1,191 13,034

2022年５月期 2,743 △898 △1,234 10,191

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2022年５月期 － 29.00 － 29.00 58.00 762 33.9 3.4

2023年５月期 － 35.00 － 35.00 70.00 917 35.4 3.8

2024年５月期(予想) － 40.00 － 40.00 80.00 40.2

３．2024年５月期の連結業績予想（2023年６月１日～2024年５月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
１株当たり当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 28,800 4.5 3,900 2.3 2,600 0.2 199.06

　　



※ 注記事項

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2023年５月期 13,153,293株 2022年５月期 13,153,293株

② 期末自己株式数 2023年５月期 91,770株 2022年５月期 7,268株

③ 期中平均株式数 2023年５月期 13,131,899株 2022年５月期 13,133,341株

(参考) 個別業績の概要
１．2023年５月期の個別業績（2022年６月１日～2023年５月31日）
（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年５月期 2,666 △27.4 1,654 △38.6 1,728 △37.7 1,512 △38.8

2022年５月期 3,670 70.5 2,694 131.2 2,774 128.0 2,470 149.2

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

2023年５月期 115.14 －

2022年５月期 188.14 －

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2023年５月期 23,093 22,498 97.4 1,722.52

2022年５月期 22,483 21,867 97.3 1,663.45

(参考) 自己資本 2023年５月期 22,498百万円 2022年５月期 21,867百万円

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると
判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業
績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあた
っての注意事項等については、添付資料５ページ「１．経営成績等の概況 （４）今後の見通し」をご覧くださ
い。
・決算説明会につきましては、オンデマンド方式の決算説明動画を2023年７月18日(火)に当社ウェブサイト及び
YouTubeに掲載予定です。また、決算説明会資料につきましては、決算発表後速やかに当社ウェブサイトに掲載予
定です。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当連結会計年度におけるわが国経済は、年度を通じて経済活動と感染症対策の両立に向けたwithコロナへのシフ

トが進むとともに、行動制限の無い連休や大型イベント開催等の機会も増え、経済活動は正常化に向け緩やかな回

復が続きました。

こうした状況のもと、当社グループのディスクロージャー関連事業に関係が深い国内株式市場においては、2022

年12月に日銀による金利政策変更の発表等を受け、日経平均株価は一時急落し26,000円を割り込みましたが、その

後は米国の債務上限を巡る協議や円安の進行等を背景に30,000円を超えるなど、25,000円台から30,000円台の水準

を推移しました。

通訳・翻訳事業は、特に通訳事業における主たる事業領域である、大規模な国際会議やイベントの開催が対面や

オンラインにより増えており、これに伴う通訳機会も大幅に回復してきております。

このような事業環境において、当社グループは新型コロナウイルス感染症拡大に伴う資本市場や経済活動の停

滞、感染拡大を契機とした情報開示充実への要請とWeb化、オンライン化、事業体のグローバル化への動きは今後も

一層進展していくものと考えております。

with/afterコロナを見据え、多様化するお客様のニーズにお応えするべくお客様の決算開示実務の一層の利便性

向上を推進する統合型ビジネスレポートシステム「WizLabo（ウィズラボ）」をリリースし、導入社数の増加に注力

してまいりました。また、コーポレートガバナンス・コード適用や東京証券取引所における2022年４月からの新市

場区分への移行に伴い、積極性を増すステークホルダーとの対話や非財務情報開示の充実化への需要に対する製品

やサービスの提供、「ネットで招集」や株主総会の動画配信（ライブ・オンデマンド）をはじめとする株主総会プ

ロセスの電子化への対応にも取り組んでまいりました。

また、afterコロナにおいても一定規模でリモートワークや遠隔会議の環境は定着していくことが予想されま

す。通訳事業ではコロナ禍の中、遠隔同時通訳プラットフォーム“interprefy”が急速に普及しており、従来より

も安価で簡便な形での大規模なイベントの通訳や、海外での会議における通訳者の海外渡航を伴わない国内からの

通訳を可能にしております。これは、これからの経済社会の変化において通訳事業が成長するための基盤の一つを

構築するものになると捉えております。

その結果、当連結会計年度の売上高は27,568百万円（前連結会計年度比2,250百万円増、同8.9％増）となりまし

た。利益面については、営業利益は3,811百万円（同251百万円増、同7.1％増）、経常利益は3,983百万円（同303百

万円増、同8.2％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は2,595百万円（同345百万円増、同15.4％増）となりまし

た。

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

なお、セグメントの業績数値は、セグメント間の内部売上高または振替高を相殺消去し記載しております。

（ディスクロージャー関連事業）

当セグメントにおきましては、統合型ビジネスレポートシステムや株主総会関連商材の売上が増加したことに

より売上高は19,748百万円（同1,107百万円増、同5.9％増）となりましたが、株主総会招集通知の電子提供措置

への対応による売上原価や販売費及び一般管理費の増加、統合型ビジネスレポートシステムの開発に係る減価償

却費の増加などにより、セグメント利益は2,648百万円（同115百万円減、同4.2％減）となりました。

「ディスクロージャー関連事業」を製品区分別にご説明いたしますと、次のとおりであります。

・金融商品取引法関連製品

統合型ビジネスレポートシステム「WizLabo（ウィズラボ）」の導入顧客数が増加したことにより、売上高は

7,391百万円（同111百万円増、同1.5％増）となりました。

・会社法関連製品

株主総会招集通知および関連文書の翻訳の売上が増加したことにより、売上高は6,167百万円（同495百万円

増、同8.7％増）となりました。

・ＩＲ関連製品

統合報告書の売上が増加したことにより、売上高は4,819百万円（同312百万円増、同6.9％増）となりまし

た。
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・その他製品

株主優待関連等の売上が増加したことにより、売上高は1,370百万円（同187百万円増、同15.9％増）となりま

した。

なお、当セグメントの売上高はお得意様の決算期が３月に集中していることに伴い季節的変動があり、第１四半期

および第４四半期の売上高が他の四半期に比べて多くなる傾向があります。

（通訳・翻訳事業）

当セグメントにおきましては、売上高は7,819百万円（同1,142百万円増、同17.1％増）となりました。

通訳事業においては、コロナ禍により見合わせられていた会議やセミナーなどの開催が、経済活動正常化の動

きにあわせ回復いたしました。また、“interprefy”などのオンライン会議需要に加え、海外出張や対面での会

議が戻りつつある中での対面とオンラインの組み合わせによるハイブリッド型のセミナーや会議など、様々な形

式で受注件数が増加したことにより売上目標を大きく上回りました。

翻訳事業においても、海外顧客の翻訳・ローカライズ案件は堅調に推移し、半導体関連、広報関連文書の受注

が増加したことにより、前連結会計年度を大きく上回り伸長しました。

利益面では、売上の大幅な増加や円安の影響もあり、セグメント利益は544百万円（同320百万円増、同143.1

％増）と前連結会計年度を大幅に上回る結果となりました。

生産実績および受注実績を製品区分別で示すと、次のとおりであります。

① 生産実績

セグメントの
名称

製品区分

前連結会計年度
(自 2021年６月１日
至 2022年５月31日)

当連結会計年度
(自 2022年６月１日
至 2023年５月31日)

比較増減

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)
増減率
(％)

ディスクロー
ジャー関連事業

金融商品取引法関連 7,279,611 7,391,263 111,652 1.5

会社法関連 5,671,950 6,167,578 495,628 8.7

ＩＲ関連 4,506,799 4,819,292 312,493 6.9

その他 1,182,604 1,370,579 187,974 15.9

ディスクロージャー
関連事業 計

18,640,965 19,748,714 1,107,749 5.9

通訳・翻訳事業 通訳・翻訳 6,676,694 7,819,419 1,142,725 17.1

合 計 25,317,659 27,568,134 2,250,474 8.9

(注) 金額は、販売価格によっております。

② 受注実績

セグメントの
名称

製品区分

前連結会計年度
(自 2021年６月１日
至 2022年５月31日)

当連結会計年度
(自 2022年６月１日
至 2023年５月31日)

比較増減

受注高
(千円)

受注残高
(千円)

受注高
(千円)

受注残高
(千円)

受注高
(千円)

受注残高
(千円)

ディスクロー
ジャー関連事業

金融商品取引法関連 7,611,137 2,837,193 7,640,361 3,086,291 29,224 249,097

会社法関連 5,978,593 1,547,181 6,014,434 1,394,037 35,840 △153,143

ＩＲ関連 4,541,203 1,441,024 4,985,003 1,606,734 443,799 165,710

その他 925,365 141,140 1,399,460 170,020 474,094 28,880

ディスクロージャー
関連事業 計

19,056,300 5,966,539 20,039,259 6,257,084 982,959 290,544

通訳・翻訳事業 通訳・翻訳 6,632,798 39,811 7,820,796 41,188 1,187,998 1,376

合 計 25,689,098 6,006,351 27,860,056 6,298,272 2,170,957 291,921
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（２）当期の財政状態の概況

① 資産

流動資産は、前連結会計年度末に比べて2,893百万円(17.5％)増加し、19,470百万円となりました。これは、

現金及び預金が2,842百万円、売掛金が411百万円それぞれ増加し、仕掛品が145百万円減少したことなどによ

ります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて373百万円(2.6％)減少し、13,973百万円となりました。これは、投

資有価証券が172百万円増加し、のれんを209百万円、顧客関連資産を110百万円それぞれ償却したことなどに

よります。

この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて2,519百万円(8.1％)増加し、33,443百万円となりました。

② 負債

流動負債は、前連結会計年度末に比べて1,002百万円(16.2％)増加し、7,189百万円となりました。これは、

未払法人税等が469百万円、未払費用が165百万円それぞれ増加したことなどによります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて200百万円(14.6％)減少し、1,172百万円となりました。これは、長

期借入金が134百万円、退職給付に係る負債が97百万円それぞれ減少したことなどによります。

この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて801百万円(10.6％)増加し、8,361百万円となりました。

③ 純資産

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて1,718百万円(7.4％)増加し、25,082百万円となりました。これ

は、親会社株主に帰属する当期純利益2,595百万円の計上による増加と剰余金の配当841百万円などによりま

す。

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前連結会計年度末に比べ2,842百万

円(27.9％)増加し、13,034百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

① 営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動の結果得られた資金は4,723百万円(前連結会計年度比72.2％増)となりました。

収入の主な内訳は、税金等調整前当期純利益4,009百万円であり、支出の主な内訳は、売上債権の増加額424

百万円および法人税等の支払額600百万円であります。

② 投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動の結果使用した資金は691百万円(前連結会計年度比23.0％減)となりました。

収入の主な内訳は、有形固定資産の売却による収入87百万円および投資事業組合からの分配による収入70百

万円であり、支出の主な内訳は、有形・無形固定資産の取得による支出824百万円および投資事業組合への出

資による支出35百万円であります。

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動の結果使用した資金は1,191百万円(前連結会計年度比3.4％減)となりました。

支出の主な内訳は、配当金の支払額839百万円および自己株式の取得による支出198百万円であります。

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

2019年５月期 2020年５月期 2021年５月期 2022年５月期 2023年５月期

自己資本比率(％) 67.6 60.8 70.8 74.6 74.0

時価ベースの自己資本比率
(％)

81.4 79.8 72.6 76.9 86.0

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率(年)

0.4 0.9 0.3 0.1 0.1

インタレスト・カバレッジ・
レシオ(倍)

578.0 283.7 219.3 628.7 2,020.6

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

(注１) いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

(注２) 株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

(注３) キャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローを利用しております。

(注４) 有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象として

おります。

　



株式会社TAKARA & COMPANY(7921) 2023年５月期 決算短信

－5－

（４）今後の見通し

当社はグループ一体となり、新たに策定した「新・中期経営計画2026」（詳細につきましては、本決算短信と同

時に発表いたしました「新・中期経営計画2026の策定に関するお知らせ」をご覧ください。）を重要な経営目標と

して定めました。グループ会社間のシナジーを最大化させ、顧客の資本市場およびグローバル活動におけるコミュ

ニケーションを的確に支援することにより、資本市場を中心とした経済活動の健全な発展に寄与することで社会の

公器としての使命を果たしてまいります。

（単位：百万円）

2023年５月期(実績) 2024年５月期(予想) 増減率(％)

売上高 27,568 28,800 4.5

営業利益 3,811 3,900 2.3

親会社株主に帰属する
当期純利益

2,595 2,600 0.2

各セグメントの見通しは以下の通りです。

＜ディスクロージャー関連事業＞

会社法改正、四半期制度見直しなどディスクロージャー制度の改革を受けて、招集通知電子提供、バーチャル

株主総会の進展に即したサービスや新たな四半期開示制度へのサービスの創出を図るとともに、開示支援ツール

の技術革新やサステナビリティ情報開示の専門性強化、統合報告書制作支援体制の強化を図ることで、業績の拡

大に努めます。引き続き、海外投資家向け情報開示に対する高品質の通訳、翻訳サービス体制の強化に注力し、

受注増加を見込んでおります。

＜通訳・翻訳事業＞

通訳事業ではコロナの影響を受け、大型スポットの顧客が減少したものの、社内会議通訳等がコロナ前を超え

る水準に復調し、大型スポット案件も戻りつつあることで更なる業績の伸長を見込んでおります。翻訳事業で

は、国内上場会社向けディスクロージャー、IR案件と海外企業等へのローカライズやトランスクリエーション

（マーケティング／クリエーティブ色の強い翻訳）サービスの更なる増加が見込まれます。営業機能の強化と業

務プロセスの自動化を図り、取り扱い言語の対応数を拡大することで、多様化する顧客ニーズに応えられる体制

を推進します。

（５）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、株主の皆様への長期的利益還元を重要な経営課題の一つと考え、安定配当を行うことを基本とし、企業

体質の強化および今後の事業展開を勘案したうえで、業績に応じた配当を行うこととしております。

なお、2023年７月７日開催の取締役会において、当社の配当政策に基づき株主優待制度廃止を決議しており、そ

の詳細につきましては、同日発表しております「株主優待制度廃止と当社の配当政策に関するお知らせ」をご覧く

ださい。

この基本方針のもと、当期の配当金については、現在、業務遂行を円滑に実施するために必要な内部留保はでき

ているものと考え、期末配当金は１株当たり35円を予定しており、中間配当金（１株当たり35円）とあわせて、年

間配当金は１株当たり70円となる見込みです。配当性向は35.4％を見込んでおります。

次期の配当につきましては、現時点での連結業績予想と、十分な配当原資があること、安定配当の方針を勘案

し、１株当たり年間80円（中間配当40円、期末配当40円）、配当性向は40.2%を予想しております。

なお、自己株式の取得につきましては、株主の皆様への利益還元と資本効率の向上を目的に、当社株式の流動性

等を勘案しつつ、必要に応じて実施することとしております。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、企業間の比較可能性を考慮し、日本基準で連結財務諸表を作成しております。

なお、IFRSの適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方針であります。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2022年５月31日)

当連結会計年度
(2023年５月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 10,296,495 13,139,488

受取手形 79,695 92,887

売掛金 4,371,328 4,782,393

仕掛品 1,176,782 1,031,736

原材料及び貯蔵品 33,306 32,455

その他 630,589 399,257

貸倒引当金 △10,348 △7,365

流動資産合計 16,577,849 19,470,855

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 3,391,834 3,356,613

減価償却累計額 △2,678,191 △2,694,038

建物及び構築物（純額） 713,643 662,575

機械装置及び運搬具 1,356,390 1,408,654

減価償却累計額 △1,142,490 △1,176,002

機械装置及び運搬具（純額） 213,899 232,651

土地 3,154,695 3,130,576

その他 831,524 883,730

減価償却累計額 △701,071 △723,037

その他（純額） 130,452 160,692

有形固定資産合計 4,212,691 4,186,495

無形固定資産

のれん 2,319,818 2,110,304

顧客関連資産 881,059 770,926

ソフトウエア 2,042,568 2,026,145

ソフトウエア仮勘定 269,659 175,372

その他 385,597 346,865

無形固定資産合計 5,898,704 5,429,614

投資その他の資産

投資有価証券 2,884,423 3,056,799

退職給付に係る資産 276,116 282,866

繰延税金資産 208,332 197,919

その他 876,195 820,976

貸倒引当金 △10,396 △1,637

投資その他の資産合計 4,234,671 4,356,925

固定資産合計 14,346,066 13,973,035

資産合計 30,923,916 33,443,890

　



株式会社TAKARA & COMPANY(7921) 2023年５月期 決算短信

－7－

(単位：千円)

前連結会計年度
(2022年５月31日)

当連結会計年度
(2023年５月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 1,865,097 1,883,125

短期借入金 106,000 100,000

1年内返済予定の長期借入金 140,884 134,884

リース債務 1,779 －

未払法人税等 449,856 919,567

未払費用 1,691,931 1,857,629

契約負債 1,154,452 1,283,612

役員賞与引当金 49,060 59,203

その他 727,898 951,002

流動負債合計 6,186,960 7,189,024

固定負債

長期借入金 191,956 57,072

長期未払金 1,118 74,816

繰延税金負債 633,854 673,519

役員退職慰労引当金 79,408 －

退職給付に係る負債 463,121 365,192

その他 3,751 1,875

固定負債合計 1,373,209 1,172,476

負債合計 7,560,169 8,361,501

純資産の部

株主資本

資本金 2,278,271 2,278,271

資本剰余金 4,432,688 4,432,688

利益剰余金 15,275,005 17,029,287

自己株式 △6,445 △205,256

株主資本合計 21,979,521 23,534,991

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 634,974 787,851

為替換算調整勘定 5,915 17,111

退職給付に係る調整累計額 448,708 422,943

その他の包括利益累計額合計 1,089,599 1,227,906

非支配株主持分 294,625 319,491

純資産合計 23,363,746 25,082,389

負債純資産合計 30,923,916 33,443,890
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2021年６月１日
　至 2022年５月31日)

当連結会計年度
(自 2022年６月１日
　至 2023年５月31日)

売上高 25,317,659 27,568,134

売上原価 14,413,296 16,125,277

売上総利益 10,904,362 11,442,856

販売費及び一般管理費

販売促進費 377,605 396,740

運賃及び荷造費 195,941 190,161

貸倒引当金繰入額 16,442 △3,799

役員報酬 225,656 224,262

給料及び手当 3,675,200 3,781,194

役員賞与引当金繰入額 44,650 54,793

退職給付費用 24,552 61,847

役員退職慰労引当金繰入額 9,213 7,158

福利厚生費 716,023 740,663

修繕維持費 123,181 119,824

租税公課 225,534 237,553

減価償却費 267,844 261,141

のれん償却額 209,514 209,514

賃借料 346,646 334,834

その他 885,804 1,015,129

販売費及び一般管理費合計 7,343,810 7,631,021

営業利益 3,560,551 3,811,835

営業外収益

受取利息 114 110

受取配当金 48,398 56,092

不動産賃貸料 22,574 22,825

為替差益 － 19,242

受取手数料 40,061 42,281

保険返戻金 3,120 1,763

投資事業組合運用益 23,669 15,529

その他 31,305 34,451

営業外収益合計 169,243 192,298

営業外費用

支払利息 4,584 2,558

売上割引 8,290 8,795

為替差損 34,128 －

その他 2,461 9,279

営業外費用合計 49,464 20,634

経常利益 3,680,330 3,983,499
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(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2021年６月１日
　至 2022年５月31日)

当連結会計年度
(自 2022年６月１日
　至 2023年５月31日)

特別利益

固定資産売却益 － 45,059

投資有価証券売却益 11,881 7,979

特別利益合計 11,881 53,039

特別損失

固定資産売却損 203 －

固定資産除却損 2,344 7,401

投資有価証券評価損 59,915 18,572

為替換算調整勘定取崩損 － 1,059

特別損失合計 62,463 27,034

税金等調整前当期純利益 3,629,748 4,009,504

法人税、住民税及び事業税 1,032,672 1,384,171

法人税等調整額 296,325 495

法人税等合計 1,328,998 1,384,667

当期純利益 2,300,749 2,624,837

非支配株主に帰属する当期純利益 51,077 29,211

親会社株主に帰属する当期純利益 2,249,672 2,595,625
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連結包括利益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2021年６月１日
　至 2022年５月31日)

当連結会計年度
(自 2022年６月１日
　至 2023年５月31日)

当期純利益 2,300,749 2,624,837

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △102,709 152,548

為替換算調整勘定 3,455 12,177

退職給付に係る調整額 △50,850 △25,765

その他の包括利益合計 △150,104 138,961

包括利益 2,150,645 2,763,798

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 2,098,704 2,733,932

非支配株主に係る包括利益 51,940 29,865
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（３）連結株主資本等変動計算書

　前連結会計年度(自 2021年６月１日 至 2022年５月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,278,271 4,381,031 14,065,177 △39,214 20,685,265

会計方針の変更によ

る累積的影響額
△276,465 △276,465

会計方針の変更を反映

した当期首残高
2,278,271 4,381,031 13,788,711 △39,214 20,408,800

当期変動額

剰余金の配当 △735,160 △735,160

親会社株主に帰属す

る当期純利益
2,249,672 2,249,672

自己株式の取得 △487 △487

自己株式の処分 33,152 33,256 66,409

連結子会社株式の取

得による持分の増減
18,505 18,505

連結範囲の変動 △28,218 △28,218

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 － 51,657 1,486,293 32,769 1,570,720

当期末残高 2,278,271 4,432,688 15,275,005 △6,445 21,979,521

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 737,956 △3,016 499,559 1,234,499 548,501 22,468,267

会計方針の変更によ

る累積的影響額
△276,465

会計方針の変更を反映

した当期首残高
737,956 △3,016 499,559 1,234,499 548,501 22,191,801

当期変動額

剰余金の配当 △735,160

親会社株主に帰属す

る当期純利益
2,249,672

自己株式の取得 △487

自己株式の処分 66,409

連結子会社株式の取

得による持分の増減
18,505

連結範囲の変動 △28,218

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

△102,981 8,931 △50,850 △144,900 △253,875 △398,776

当期変動額合計 △102,981 8,931 △50,850 △144,900 △253,875 1,171,944

当期末残高 634,974 5,915 448,708 1,089,599 294,625 23,363,746
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　当連結会計年度(自 2022年６月１日 至 2023年５月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,278,271 4,432,688 15,275,005 △6,445 21,979,521

会計方針の変更によ

る累積的影響額
－

会計方針の変更を反映

した当期首残高
2,278,271 4,432,688 15,275,005 △6,445 21,979,521

当期変動額

剰余金の配当 △841,343 △841,343

親会社株主に帰属す

る当期純利益
2,595,625 2,595,625

自己株式の取得 △198,811 △198,811

自己株式の処分 －

連結子会社株式の取

得による持分の増減
－

連結範囲の変動 －

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 － － 1,754,281 △198,811 1,555,470

当期末残高 2,278,271 4,432,688 17,029,287 △205,256 23,534,991

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 634,974 5,915 448,708 1,089,599 294,625 23,363,746

会計方針の変更によ

る累積的影響額
－

会計方針の変更を反映

した当期首残高
634,974 5,915 448,708 1,089,599 294,625 23,363,746

当期変動額

剰余金の配当 △841,343

親会社株主に帰属す

る当期純利益
2,595,625

自己株式の取得 △198,811

自己株式の処分 －

連結子会社株式の取

得による持分の増減
－

連結範囲の変動 －

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

152,877 11,195 △25,765 138,307 24,865 163,173

当期変動額合計 152,877 11,195 △25,765 138,307 24,865 1,718,643

当期末残高 787,851 17,111 422,943 1,227,906 319,491 25,082,389
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2021年６月１日
　至 2022年５月31日)

当連結会計年度
(自 2022年６月１日
　至 2023年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 3,629,748 4,009,504

減価償却費 962,101 1,009,830

のれん償却額 209,514 209,514

引当金の増減額（△は減少） 7,616 △72,247

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △214,196 △144,237

受取利息及び受取配当金 △48,513 △56,202

支払利息 4,584 2,558

固定資産除却損 2,344 7,401

固定資産売却益 － △45,059

投資有価証券売却損益（△は益） △11,881 △7,979

投資有価証券評価損益（△は益） 59,915 18,572

売上債権の増減額（△は増加） △45,934 △424,257

棚卸資産の増減額（△は増加） △144,851 145,896

仕入債務の増減額（△は減少） △21,690 18,027

未払消費税等の増減額（△は減少） △500,236 279,569

未払費用の増減額（△は減少） 118,164 165,698

投資事業組合運用損益（△は益） △23,669 △15,529

保険返戻金 △3,120 △1,763

その他 462,339 118,622

小計 4,442,235 5,217,920

利息及び配当金の受取額 48,513 56,202

利息の支払額 △4,363 △2,337

保険積立金の解約による収入 153,120 51,763

法人税等の支払額 △1,896,224 △600,151

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,743,280 4,723,396

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △67,601 △186,323

無形固定資産の取得による支出 △877,582 △637,860

有形固定資産の売却による収入 － 87,275

投資有価証券の取得による支出 △23,803 △6,566

投資有価証券の売却による収入 147,330 15,786

投資事業組合への出資による支出 △140,000 △35,000

投資事業組合からの分配による収入 58,661 70,647

その他 4,368 86

投資活動によるキャッシュ・フロー △898,628 △691,954
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(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2021年６月１日
　至 2022年５月31日)

当連結会計年度
(自 2022年６月１日
　至 2023年５月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △116,500 △6,000

長期借入金の返済による支出 △140,884 △140,884

リース債務の返済による支出 △3,881 △1,779

配当金の支払額 △733,059 △839,292

非支配株主への配当金の支払額 △17,809 △5,000

自己株式の取得による支出 △487 △198,811

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得
による支出

△221,682 －

その他 △103 △96

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,234,406 △1,191,863

現金及び現金同等物に係る換算差額 20,129 3,414

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 630,374 2,842,993

現金及び現金同等物の期首残高 9,640,052 10,191,995

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

△78,431 －

現金及び現金同等物の期末残高 10,191,995 13,034,988
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数

８社

主要な連結子会社の名称

宝印刷株式会社

株式会社タスク

株式会社スリー・シー・コンサルティング

株式会社イーツー

株式会社十印

株式会社サイマル・インターナショナル

当連結会計年度において、当社の連結子会社であったTOIN USA INC.は清算したため、連結の範囲から除外し

ております。また、当連結会計年度の期首において、当社の連結子会社であった株式会社サイマル・テクニカ

ルコミュニケーションズは、株式会社サイマル・インターナショナルを存続会社とする吸収合併に伴い消滅し

たため、連結の範囲から除外しております。

(2) 主要な非連結子会社の名称

ディスクロージャー・イノベーション株式会社

TRANSLASIA HOLDINGS PTE. LTD.

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等は、連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社数

持分法を適用した非連結子会社及び関連会社はありません。

(2) 持分法を適用しない主要な非連結子会社及び関連会社の名称

ディスクロージャー・イノベーション株式会社

TRANSLASIA HOLDINGS PTE. LTD.

（持分法を適用しない理由）

持分法非適用会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、株式会社十印及びその子会社、株式会社サイマル・インターナショナル及びその子会社の決

算日は、３月31日であります。連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との

間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。その他の連結子会社の事業年度の末日と

連結決算日は一致しております。
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４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるも

の）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相

当額を純額で取り込む方法によっております。

② 棚卸資産

通常の販売目的で保有する棚卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

イ 原材料 主として移動平均法

ロ 仕掛品 個別法

ハ 貯蔵品 主として最終仕入原価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

法人税法に規定する方法と同一の基準による定率法

ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降取得した建物

附属設備及び構築物については、法人税法に規定する方法と同一の基準による定額法によっております。

主な耐用年数

建物及び構築物 15～50年

機械装置及び運搬具 10年

② 無形固定資産（リース資産を除く）

イ ソフトウエア(自社利用分) 社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法

ロ 顧客関連資産 10年

ハ その他 法人税法に規定する方法と同一の基準による定額法

企業結合により識別された商標権等については、その効果の及ぶ期間

（11年～13年）に基づく定額法

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度に見合う分を計上して

おります。
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(4) 退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。

③ 小規模企業等における簡便法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給

額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(5) 重要な収益及び費用の計上基準

当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当

該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

①ディスクロージャー関連事業

ディスクロージャー関連事業において、主として国内の顧客に対して、金融商品取引法・会社法に基づいて

作成が義務付けられている有価証券報告書や株主総会招集通知といった制度開示書類や、IR活動の一環で株主

や投資家向けに作成される株主通信、事業報告書等の任意開示書類など、ディスクロージャーとIRに関連した

書類の制作・印刷、作成支援システムの提供、コンサルティングサービス等を行っております。

なお、株主優待等の一部の製品及びサービスの提供において、当社及び連結子会社の役割が代理人と判断さ

れる取引については、顧客から受け取る対価の総額から第三者に対する支払い額を差し引いた純額で収益を認

識しております。

・ディスクロージャー&IR関連電子データ納品物

電子データ納品物については、顧客が検収した時点で当該製品に対する支配が移転し、履行義務が充足され

ることから、検収時点で収益を認識しております。取引の対価は、製品の引渡し後、概ね２か月以内に受領

（契約に基づき前受金を受領する場合があります。）しており、当該顧客との契約に基づく債権について、重

要な金融要素の調整は行っておりません。

・ディスクロージャー&IR関連印刷物

印刷物制作については、顧客に印刷物を引き渡した時点で当該製品に対する支配が移転し、履行義務が充足

されることから、引き渡し時点で収益を認識しております。ただし、当該国内の販売については、出荷から引

き渡しの期間が通常の期間であることから、出荷が完了した時点で収益を認識しております。取引の対価は、

製品の引渡し後、概ね２か月以内に受領（契約に基づき前受金を受領する場合があります。）しており、当該

顧客との契約に基づく債権について、重要な金融要素の調整は行っておりません。

・開示書類作成支援システム等

開示書類作成支援システム、オンラインサービスの提供については、契約期間にわたり顧客が当該システム

等を利用できるよう当社グループが提供するサービスであることから、一定の期間にわたり充足される履行義

務であると判断しております。

また、顧客は契約期間にわたり当該サービスを利用可能で、時間の経過に伴い均等に便益を享受すると判断

しているため、当社グループは契約期間にわたり均等に収益を認識しております。

取引の対価は、契約期間開始から概ね２か月以内に受領しており、当該顧客との契約に基づく債権について、

重要な金融要素の調整は行っておりません。

・コンサルティングサービス

コンサルティングサービスについては、主に新規上場を目指す顧客への各種提出書類作成支援、アドバイザ

リー業務等を行っており、専門知識を有したスタッフを派遣して契約期間にわたりコンサルティング業務を実

施する形態から、サービスを提供すると同時に顧客は便益を享受すると判断しました。これにより、一定の期

間にわたり充足される履行義務であると判断し、実施時間に応じて収益を認識しております。

また、取引の対価は契約条件に従い、段階的に受領しておりますが、概ね契約期間終了から２か月以内に全

額受領（作業の進捗度により前受金を受領する場合があります。）しており、当該顧客との契約に基づく債権

について、重要な金融要素の調整は行っておりません。
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②通訳・翻訳事業

通訳・翻訳事業において、主に国際会議やイベント、シンポジウム等における通訳サービスのほか、一般的

な翻訳サービスに加えて欧米企業が日本でサービスを提供する際の読み手への高い訴求力が求められるローカ

ライズやトランスクリエーションサービス等の提供を行っております。

・通訳サービス

通訳サービスについては、顧客へ通訳サービスを提供することが履行義務であり、顧客へのサービスの提

供時点で当該サービスの履行義務が充足されるとし、当時点で収益を認識しております。取引の対価は、当

該製品又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしており、当該顧客との契

約に基づく債権について、重要な金融要素の調整は行っておりません。

・翻訳サービス

翻訳サービスについては、翻訳した成果物を顧客に供給することを履行義務としており、顧客が成果物を

検収した時点で当該製品及びサービスに対する支配が移転し、履行義務が充足することから、当時点で収益

を認識しております。

取引の対価は、当該製品又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしてお

り、当該顧客との契約に基づく債権について、重要な金融要素の調整は行っておりません。

(6) 重要な外貨建ての資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、為替差額は損益として処理してお

ります。なお、在外子会社等の資産、負債、収益及び費用は、在外連結子会社等の決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて計上しており

ます。

(7) のれんの償却方法及び償却期間

効果の発現期間（10年～14年）に渡り均等償却しております。

(8) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。

(9) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

該当事項はありません。

(会計方針の変更)

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価算定

会計基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27－２項に定め

る経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することと

いたしました。なお、連結財務諸表に与える影響はありません。

(表示方法の変更)

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業外収益」の「助成金収入」は金額的重要性が乏しくな

ったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるために、

前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」に表示していた「助成金収入」3,861千円

は、「その他」31,305千円として組み替えております。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めておりました「未払消費

税等の増減額（△は減少）」及び「未払費用の増減額（△は減少）」は、金額的重要性が増したため、当連結会計

年度より独立掲記することとしております。また、前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業活動

によるキャッシュ・フロー」の「助成金収入」及び「助成金の受取額」は金額的重要性が乏しくなったため、当連

結会計年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるために、前連結会計年度

の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」

の「その他」に含めていた「未払消費税等の増減額（△は減少）」△500,236千円及び「未払費用の増減額（△は減

少）」118,164千円は独立掲記し、「助成金収入」△3,861千円及び「助成金の受取額」3,861千円は「その他」にそ

れぞれ組み替えたことから、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」は462,339千円となりました。

(追加情報)

（役員退職慰労引当金）

当社は2022年７月８日開催の取締役会において、役員報酬体系の見直しの一環として、役員退職慰労金制度を

2022年８月26日開催の第85回定時株主総会（以下、「本総会」という。）終結の時をもって廃止することを決議し

ております。

また、対象の取締役及び監査役に対して、それぞれの就任時から本総会終結の時までの在任中の功労に報いるた

め、当社所定の基準による相当額の範囲内において退職慰労金を打ち切り支給すること、及び、支給の時期は当該

役員の退任時とすることを本総会で決議いたしました。

これに伴い「役員退職慰労引当金」の全額を取崩し、打ち切り支給額として74,816千円を「長期未払金」に、

2,188千円を流動負債の「その他」に含めて表示しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１ 報告セグメントの概要

(1) 報告セグメントの決定方法

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

当社グループは、持株会社である当社が立案したグループ全体の経営戦略に基づき、当社子会社である各事業会

社が取り扱う製品・サービスについて戦略を立案し、事業活動を展開しております。

従って、当社グループは各事業会社が取り扱う製品・サービス別セグメントから構成されており、「ディスクロ

ージャー関連事業」、「通訳・翻訳事業」の２つを報告セグメントとしております。

(2) 各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類

「ディスクロージャー関連事業」は、主にディスクロージャー並びにIR関連物の制作・印刷およびそれに関連す

るサービスの提供を行っており、主に宝印刷株式会社、株式会社タスク、株式会社スリー・シー・コンサルティン

グ、株式会社イーツーにより構成されております。

「通訳・翻訳事業」は、通訳、翻訳サービスに加えて、ローカライズやトランスクリエーション（マーケティン

グ／クリエーティブ色の強い翻訳）サービスを提供しており、主に株式会社サイマル・インターナショナル、株式

会社十印により構成されております。

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

なお、報告セグメント間の取引は連結会社間の取引であり、市場実勢価格に基づいております。

３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報及び収益の分解情報

前連結会計年度(自 2021年６月１日 至 2022年５月31日)

(単位：千円)

報告セグメント
調整額
(注)１

連結財務諸表
計上額
(注)２

ディスクロージャー
関連事業

通訳・翻訳事業 計

売上高

金融商品取引法関連製品 7,279,611 － 7,279,611 － 7,279,611

会社法関連製品 5,671,950 － 5,671,950 － 5,671,950

ＩＲ関連製品 4,506,799 － 4,506,799 － 4,506,799

その他製品 1,182,604 － 1,182,604 － 1,182,604

通訳・翻訳事業 － 6,676,694 6,676,694 － 6,676,694

顧客との契約から生じる
収益

18,640,965 6,676,694 25,317,659 － 25,317,659

外部顧客への売上高 18,640,965 6,676,694 25,317,659 － 25,317,659

セグメント間の内部売上高
又は振替高

1,383 643,523 644,906 △644,906 －

計 18,642,348 7,320,217 25,962,566 △644,906 25,317,659

セグメント利益 2,763,694 223,905 2,987,599 572,951 3,560,551

セグメント資産 15,373,598 7,365,946 22,739,545 8,184,371 30,923,916

その他の項目

　減価償却費 692,264 198,152 890,417 71,683 962,101

　のれんの償却額 － 209,514 209,514 － 209,514

　有形固定資産及び
　無形固定資産の増加額

911,228 19,115 930,343 14,388 944,732

(注) １．調整額は、以下のとおりであります。

(1) セグメント利益の調整額572,951千円には、持株会社（連結財務諸表提出会社）とセグメントとの内部取引

消去等△2,062,359千円、各報告セグメントに配分していない持株会社に係る損益2,635,311千円が含まれ

ております。
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(2) セグメント資産の調整額8,184,371千円は、主に報告セグメントに帰属しない持株会社（連結財務諸表提出

会社）の現金及び預金、並びに投資有価証券等であります。

(3) 減価償却費の調整額71,683千円は、主に全社資産に係るものであります。

(4) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額14,388千円は、主に全社資産の設備投資額であります。

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

当連結会計年度(自 2022年６月１日 至 2023年５月31日)

(単位：千円)

報告セグメント
調整額
(注)１

連結財務諸表
計上額
(注)２

ディスクロージャー
関連事業

通訳・翻訳事業 計

売上高

金融商品取引法関連製品 7,391,263 － 7,391,263 － 7,391,263

会社法関連製品 6,167,578 － 6,167,578 － 6,167,578

ＩＲ関連製品 4,819,292 － 4,819,292 － 4,819,292

その他製品 1,370,579 － 1,370,579 － 1,370,579

通訳・翻訳事業 － 7,819,419 7,819,419 － 7,819,419

顧客との契約から生じる
収益

19,748,714 7,819,419 27,568,134 － 27,568,134

外部顧客への売上高 19,748,714 7,819,419 27,568,134 － 27,568,134

セグメント間の内部売上高
又は振替高

1,625 1,007,633 1,009,258 △1,009,258 －

計 19,750,339 8,827,052 28,577,392 △1,009,258 27,568,134

セグメント利益 2,648,588 544,241 3,192,829 619,006 3,811,835

セグメント資産 17,297,226 7,380,279 24,677,506 8,766,384 33,443,890

その他の項目

減価償却費 752,594 194,611 947,205 62,624 1,009,830

のれんの償却額 － 209,514 209,514 － 209,514

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

787,166 46,090 833,257 23,673 856,930

(注) １．調整額は、以下のとおりであります。

(1) セグメント利益の調整額619,006千円には、持株会社（連結財務諸表提出会社）とセグメントとの内部取引

消去等△974,259千円、各報告セグメントに配分していない持株会社に係る損益1,593,266千円が含まれて

おります。

(2) セグメント資産の調整額8,766,384千円は、主に報告セグメントに帰属しない持株会社（連結財務諸表提出

会社）の現金及び預金、並びに投資有価証券等であります。

(3) 減価償却費の調整額62,624千円は、主に全社資産に係るものであります。

(4) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額23,673千円は、主に全社資産の設備投資額であります。

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

【関連情報】

前連結会計年度(自 2021年６月１日 至 2022年５月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありま

せん。
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当連結会計年度(自 2022年６月１日 至 2023年５月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありま

せん。

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自 2021年６月１日 至 2022年５月31日)

該当事項はありません。

当連結会計年度(自 2022年６月１日 至 2023年５月31日)

該当事項はありません。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度(自 2021年６月１日 至 2022年５月31日)

(単位：千円)

報告セグメント
全社・消去 合計ディスクロージ

ャー関連事業
通訳・翻訳事業 計

当期償却額 － 209,514 209,514 － 209,514

当期末残高 － 2,319,818 2,319,818 － 2,319,818

当連結会計年度(自 2022年６月１日 至 2023年５月31日)

(単位：千円)

報告セグメント
全社・消去 合計ディスクロージ

ャー関連事業
通訳・翻訳事業 計

当期償却額 － 209,514 209,514 － 209,514

当期末残高 － 2,110,304 2,110,304 － 2,110,304

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度(自 2021年６月１日 至 2022年５月31日)

該当事項はありません。

当連結会計年度(自 2022年６月１日 至 2023年５月31日)

該当事項はありません。

　



株式会社TAKARA & COMPANY(7921) 2023年５月期 決算短信

－23－

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 2021年６月１日
至 2022年５月31日)

当連結会計年度
(自 2022年６月１日
至 2023年５月31日)

１株当たり純資産額 1,754.84円 1,895.87円

１株当たり当期純利益 171.29円 197.66円

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度
(自 2021年６月１日
至 2022年５月31日)

当連結会計年度
(自 2022年６月１日
至 2023年５月31日)

親会社株主に帰属する当期純利益(千円) 2,249,672 2,595,625

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益
(千円)

2,249,672 2,595,625

普通株式の期中平均株式数(株) 13,133,341 13,131,899

３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度末
(2022年５月31日)

当連結会計年度末
(2023年５月31日)

純資産の部の合計額(千円) 23,363,746 25,082,389

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) 294,625 319,491

(うち非支配株主持分(千円)) (294,625) (319,491)

普通株式に係る期末の純資産額(千円) 23,069,120 24,762,898

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式
の数(株)

13,146,025 13,061,523

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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４．その他

（１）役員の異動

① 代表者の異動

　 該当事項はありません。

② その他の役員の異動（2023年８月25日付予定）

　１．新任取締役候補

取 締 役 川 島 いづみ （現 早稲田大学社会科学総合学術院教授）

　２．新任監査役候補

監 査 役 菅 谷 憲 利 （現 CSR部長、補欠監査役）

　３．補欠監査役候補

　 松 浦 直 樹 （現 総務部副部長兼法務課長）

　４．退任予定監査役

常勤監査役 田 村 義 則

（注）新任取締役候補の川島いづみ氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

　


